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超高齢社会となった日本では，公共交通を必要とする人々は増加傾向にあり，交通弱者

の移動確保のため，各自治体ではコミュニティバスなどの生活交通を運営する事例が多く

なってきたが，利用者の少ない地域に高頻度・低運賃な廃止代替路線を運行するなど，計

画段階での検討の不備も多く，公共性の強い生活交通の導入効果の定量的な評価もあまり

行われていないのが現状である． 

本研究では，①利用者予測が検討可能な需要推定モデル，②多面的評価を可能とする評

価値算出モデル，③コミバス運行時の利用人数を予測可能な運行シミュレーションの3モ

デルを構築し、生活交通導入・再編の検討時に，構築した運行計画に対する利用者数の予

測や，行政負担額，地域のサービスレベルを予測可能な運行計画支援システムの構築を行

った． 
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1. はじめに 

 

モータリゼーションの進展により，公共交通の利

用者の減少が進行したことに加え，道路運送法改正

による公共交通事業への参入・撤退の緩和により事

業者の不採算路線からの撤退が容易になったことで，

公共交通の衰退はより深刻なものとなっている．一

方，超高齢社会となった日本では，公共交通を必要

とする人々は増加傾向にあり，交通弱者の移動確保

が自治体の大きな課題といえる．各自治体では，

「交通空白地域の解消」や「交通弱者の移動確保」

のため，路線バス事業の運営に対する補助金の増額

や，自治体が主導となって公共交通を運営する事例

も増加している．日常生活の中で必要不可欠な交通

は生活交通と呼ばれ，特に自治体が主体となって，

路線の計画や事業の運営をするものはコミュニティ

バス（以下コミバス）と呼ばれる．しかし，現状運

行されている生活交通では，利用者の少ない地域に

高頻度・低運賃な廃止代替路線を運行し続けるなど，

計画段階での検討の不備も多く，結果的に財政負担

の増加や，採算性の少なさから廃止・縮小の議論が

行われている自治体も少なくないのが現状である． 

本研究では，以上の背景を踏まえて，生活交通を

導入・再編を検討する際に，提供する運行計画に対

する利用者数の予測や，行政負担額，地域のサービ

スレベルを予測可能な運行計画支援システムの構築

をめざす．なお，本研究では先行研究で倉内ら 1)が構

築した DRT 導入計画支援システムを発展させ，本研

究で対象とするコミバスなどの定路線型交通システ

ムにも適用可能な拡張をおこなうとともに，公共性

の強い生活交通について，山川 2)がまとめた生活交通

の評価に関する評価視点・評価軸の考えを適用し，

多側面から地域生活交通システムを事前評価できる

システムを構築する．また構築したシステムを用い

て，岐阜県美濃市を対象とし，コミュニティバスサ

ービス再編検討が可能かどうかを検討し，提案した

システムの妥当性の検証を行った． 

 

2. 生活交通の現状調査 

 

(1) 概説 

本章では，生活交通サービスの中でも本研究で取

り扱うコミュニティバスサービスを対象に，岐阜県

内の各市町村で運行されているコミュニティバスの

「運行形態」，運賃や利用者数などの実績データを

収集し，その集計結果をもとに岐阜県におけるコミ
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ュニティバスの特性を把握するとともに，本研究で

構築する計画支援システムで検討するべき内容を示

す． 

 

(2) 運行事例調査 

図1に，岐阜県におけるコミバスの運行事例を形態

別に整理した結果を示す．運行形態としては「乗合

定期路線」型が多く採用されている．路線・ダイヤ

共に固定した方が利用者にとって分かりやすいこと

や，「廃止代替路線」として運行されているコミバ

スもあり，従来の路線を引き継いで運行しているた

めと考えられる． 

図2に，年間の総走行距離と輸送人員の関係を示す．

年間総走行距離が同じコミバス事業でも輸送人数に

かなりのバラつきがみられる．このことから，地域

の需要に対して，運行されているコミバスの規模や

運行形態が整合していない可能性が示唆される． 

 

(3) 生活交通の多面的評価の必要性 

岐阜県のコミバスは，それまでの交通手段やその

形態を維持し，利用者にわかりやすいサービスを提

供していく傾向が強いことがわかった．しかし，路

線を維持し，効率性の低い状況を続けているコミバ

ス事業も見られ，自治体への負担が大きいものとな

っているといえる．したがって，数字として明確に

あらわれる収支率のみが過度に強調され，自治体負

担を減らすために路線の縮小・廃止が議論される可

能性がある．コミバスの導入目的は「移動の確保」

という公共性の高いものであり，それを計量化する

ための方法も検討していかなければならない． 

本研究では，生活交通の多面的な効果を見るため

に，山川ら 3)がまとめた評価軸を参考にして，導入効

果・再編時の利便性向上の程度を見ていくことにす

る．具体的には，対象地域の年齢データや居住デー

タなどから生活のしやすさを表す QOL 指標，公共交

通の路線に依存している限定依存人口などを算出し，

導入・再編の効果を総合的に評価することとする． 

 

3. 生活交通サービス計画支援システム 

 

(1) 概説 

本研究で構築をめざす生活交通サービス導入・再

編計画支援システムの全体像を図3に示す．本研究で

構築する生活交通サービス導入・再編計画支援シス

テムは，先行研究1)で構築したDRT導入計画支援シス

テムを発展させる． 

先行システムでは，導入対象となる地域の人口や

年齢分布などの社会経済指標をインプットデータと

し，所与のDRTの運行条件を指定することでその利

便性や導入効果を試算するシステムとなっている．

利用者が事業者の設定した経路と，生活交通

（DRT）を利用しない場合（タクシーを想定）のコ

ストを比較し，一般化費用が小さい方を選択するも

のとした．これより，運行時の最適経路や必要経費
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図 1 運行形態別の事例数 3) 
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図 2 総走行距離と輸送人数の関係 4) 

 

図 3 生活交通サービス計画支援システムの流れ 
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を検討することができる． 

本研究では，先行研究で構築されたDRT導入計画

支援システムに，a)導入・再編計画に対する利用者数

の予測やバス停設置位置の検討を可能とするための

需要推定モデル，b)多面的評価を可能とするための

評価値算出モデル，c)料金変化や経路変更などの施策

を導入した場合の影響を見るための運行シミュレー

ションの3モデルを加え，新たに生活交通サービス・

再編計画支援モデルを構築した． 

需要推定モデルは，個人・世帯属性，目的地まで

の所要時間や利用者コストから，導入・再編を行う

生活交通の利用者数の推定する．具体的には，GISの

メッシュごとに各種の社会経済指標を算出し，より

生活交通の需要が高い地区を抽出する．また，目的

地までの最短距離や所要時間を算出し，コミバスを

利用しない場合に発生する利用者のコストを比較す

ることで，エリア別の利用者数を推定する． 

評価値算出モデルでは，多面的な評価の考え方を

適用し，事業者サイドだけでなく，行政および利用

者の立場に立った様々な評価指標の算出を行うこと

で，コミバスの導入や現行のサービスについて多側

面からの評価を行う． 

運行シミュレーションでは，上記で得られたデー

タをもとに想定するサービスに対するコミバス利用

人数をシミュレーションし，設定したサービスに対

する利用者数や最適料金，結果として得られる評価

指標の変化について計算する．  

また，コミバスとDRT導入に関する需要の比較や，

利用者数からコミバスの一部をDRT運行させた場合

の需要予測を行うことで，より地域にあった交通形

態の把握も可能である． 

 

(2) 需要推定モデル 

需要推定モデルでは，「コミバスを利用する場

合」と「他の交通機関を利用する場合」に発生する

利用者のコスト差を算出し，その差分を用いること

で導入対象地域のコミバス発生原単位を算出し，路

線の沿線人口データを掛け合わせることで導入・再

編路線を運行させた場合の利用者数を予測する． 

利用者コストの算出には一般化時間 5)の概念を用い

る．一般化時間は，公共交通を利用して目的の場所

まで行く際に発生する「乗車時間」，「待ち時間」，

「乗り換え抵抗」などを時間価値で換算したもので

ある．以下が算出式となる． 
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(1a) 

ここで，i：交通形態 iの等価時間係数，ti：交通形

態 i の交通時間，e：乗車 1 回の等価時間係数， 

N：乗り換え回数，M：運賃，：時間価値とする． 

この一般化時間が短いほど，その地区にとって公

共交通が便利であると考えることができる．本研究

では，「コミバスを導入した場合」と「それ以外の

交通手段」を使った場合の一般化時間の差分と，現

状運行されているコミバスの各バス停の年間乗車数

を用いて，導入地域の各地区におけるコミバスの発

生原単位を算出する．この発生原単位に導入対象地

域の人口データを用いることで，各地区の利用者数

を予測する．また，先に算出した発生原単位に「バ

スを利用した場合」と「他の交通機関を利用した場

合」の費用差を乗じることで，「コミバスが存在・

利用することで利用者が支払うべき費用の減少額」

を算出することができ，新たにバス停が設置されコ

ミバスサービスを新たに享受できるようになったと

きの利用者への効果も検討可能となる．もしバス停

が設置されていない場合には他の交通手段を利用せ

ざるを得ないと想定し，その場合との利用者コスト

の差分を導入効果指標とすることで，バス停導入時

の効果を算定できる． 

 

(3) 評価指標算定モデル 

評価指標算定モデルでは，山川ら 2)がまとめた評価

の視点・評価軸を用いて，事業者の視点からの評価

だけでなく，その他の視点に立った様々な評価指標

の算出を行うことで，コミバスの導入や現行のサー

ビスについて多側面からの評価を行う．この研究で

は，利用者，事業者など主体の違いや，その着眼点

が異なれば，評価は自ずと異なることから，評価指

標整理のために，先行研究を参考に評価軸を設け，

個々の評価軸に当てはまる指標の分類を行っている．

整理した結果「評価の視点」は大きく利用者，事業

者，住民および行政，その他に分類し，「評価軸」

に関しては，利用者の視点から『顧客満足度，生活

の質，サービス水準，安全性』の 4 つの軸を設定し，

QOL やアクセシビリティなどの評価指標を用いて，

「生活交通が地域にあることで，利用者(住民)の生活

がどれだけ便利になるか」という観点で生活交通を

評価する． 

行政・住民の視点では，『行政負担，外部インパ

クト，地域のサービス水準，潜在需要，顕在化』の 5

つの軸を設定し，平均税負担額や限定依存人口など

の評価指標を用いて，「生活交通に対する行政の金

銭的負担額や，生活交通の必要性・需要喚起の可能

性がどれだけあるか」という観点で生活交通を評価

する．事業者視点では，運行効率， LOS 対需要，企

業効率性評価，事業者コスト，安全性の 5 つの軸を
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設定し，営業コストや運営コストなどの評価指標を

用いて，「事業としての採算性がどの程度確保され

ているか，運行されているサービスに対して利用者

が実際にどの程度いるのか」という観点で生活交通

を評価する． 

 

(4) 運行シミュレーション 

運行シミュレーションでは，評価指標算定モデル

を用いた評価指標の算出を行い，その評価指標を用

いた現状評価を行うことで，運行されているコミバ

ス事業の課題点を抽出し，その課題点を改善するた

めの施策を検討する．その施策を考慮した運行計画

において，コミバスを運行させた場合の予測利用者

数や，評価指標算定モデルで算出する指標が現状よ

りどの程度変化するのかを観察する． 

 

4. 実ネットワークを用いた生活交通サービスの現

状評価 

 

(1) 概説 

本研究で構築したシステムを用いて，岐阜県美濃

市で運行されているコミュニティバス「わっちも乗

ろCar」を対象とし，コミュニティバスサービスの現

状評価を実施し，提案したシステムの妥当性を検証

する．具体的には，『需要予測モデル』の妥当性検

証や『評価指標算定モデル』を用いて各種評価指標

を算出し，得られた算出結果をもとに事業の妥当性

やコミュニティバスの必要性について検証する． 

 

(2) 美濃市の概要 

岐阜県美濃市は，岐阜県のほぼ中心部に位置して

いる都市である．地形的特徴は，南部では，住宅地

が広がっており，美濃市の中でも比較的若い世代が

居住している．一方で北部は，山地が中心で，洞と

よばれる谷間の集落がある．洞では山間の奥まで集

落があり，美濃市の中でも高齢化や過疎化が進行し

ている．本研究で対象とした「わっちも乗ろCar」は，

図4で示すように、美濃市内を計7路線が運行され，

週ごとに運行する路線が変更されており，一日の運

行回数は上下ともに約2本ずつが運行されている． 

 

(3) 需要推定モデルによるコミバス利用者予測 

現状のバスサービスによって，どの程度の利用者

が想定されるのかを需要推定モデルを用いて予測す

る．まず，バスサービスが実施されている地点のデ

ータを用い，重回帰分析によりコミュニティバスの

利用需要関数の推定を試みた．75 歳以上の高齢者人

口ひとりあたり 1 便あたりの発生原単位を被説明変

数とし，説明変数は，利用者が支払うべきコストと

して「コミュニティバスを用いた場合」と「タクシ

ーを用いた場合」の所要時間差および費用差を用い

ることとした．表-1 に推定結果を示す．重相関係数

はそれぞれ 0.57 となり，まずまずの結果となった．

説明要因については，費用差のみが有意水準 5%で有

意と判定された．タクシーとコミバスの利用比較に

おいては，費用差が大きな決定要因となっており，

所要費用差が大きければ大きいほどバスの利用が高

まることが確認できた．算出した発生原単位に各エ

リアの 75 歳以上人口を乗じることで，各エリアにお

けるコミバス利用者数が予測可能となる．予測結果

を表-2 に示す．ここでは，コミバス運行にかかるコ

ストやコミバスが存在することで「利用者が支払う

べき費用」がどれだけ減少するかを表す利用者便益

などのコミバス導入効果指標の算出も行い，コミバ

スの現状運行について評価を試みた．H20 年度の実

績データと比較して，再現データは利用者数が過小

 

 

図 4 美濃市わっちも乗ろ Car路線図 

表-1 重回帰結果 

被説明変数 ln(75歳以上人口の一便あたりの利用率) 

説明変数 パラメータ推定値 t  

切片 -6.50742 -21.52* 

所要時間差(分) (タクシー-コミバス) 0.00073 0.04 

所要費用差 (100円) (タクシー-コミバス) 0.000807 6.43* 

重相関 R 0.57 

重決定 R2 0.32 

観測数 111 

＊5％有意 

＊

 

表-2 コミバス導入効果指標の算出結果 

運行コスト 利用者数 経常損益 利用者便益
(千円/年) (人/年) (千円/年) (千円/年)

H20実績 30861 17471 28389 - 1600

再現 30695 10241 29671 26432 2900

営業係数
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評価されていることがわかる．この理由としては，

先の需要予測モデルの推定精度の問題や，高齢者の

人口データだけを使っているため予測値が小さくな

っていると考えられる．しかし，運行コストや経常

損益は H20 年度の実績値と近い値を取っているため，

このモデルを用いて検討を進める． 

 

(4)  評価指標算定モデルを用いた多面的評価 

 コミュニティバス事業を多面的に評価するため，

利用者，行政・住民，事業者の各視点からの評価指

標の算出し，その値をもとにコミバス事業の評価を

行っていく．各視点の評価指標として，QOL，平均

税負担額，営業係数などを算出した． 

QOL（Quality of Life）指標 6)は，交通環境向上によ

る居住集落の生活のしやすさ向上を示す指標であり，

現状の公共交通サービスが地域の生活にどれだけ影

響を及ぼすかを計ることができる．本研究では，各

人口分布メッシュと ArcGIS の機能を使用して，地図

上に算出結果を示す．図-5 に算出した結果を示す．

色の濃淡によって，効用値の大きさを表している．

結果，洞の奥に進むほど効用値は低くなり，中心市

街地に近づくほど効用値が高くなる結果となってお

り，山間部における利便性の悪さが浮き彫りとなっ

た． 

行政・住民視点の評価値として算出した平均税負

担額 7)は，利用者 1人あたりに要する税負担金額を表

す指標である．算出した結果を表-3 に示す．H20 年

度の利用者 1 人あたりに要する税負担金額は

1325.36[円/人]とかなり大きいものとなっている．原

因としては，運行に係る費用に対して利用者数が少

ないため，間接的に税負担として市民への負担が大

きくなっているといえる．営業係数 8)に関しては，先

の検討で示したように 100 円の運賃収入のため約

3000 円の支出があるため，運行効率性という観点か

らは良いサービスとはいいがたいものであった． 

「評価指標算定モデル」を用いて算出した各評価

指標を検討した結果，「わっちも乗ろ Car」について

は，山間地における利便性の悪さや，収支率の悪さ，

路線設定の不備などの現状が浮き彫りになる結果に

なったが，各視点からの評価も可能であることが確

認できた． 

 

5. 運行シミュレーションを用いた再編検討 

 

(1)  DRTシステム導入に関する検討 

 検証の対象とした岐阜県美濃市では，中山間地域

となる北部（洞と呼ばれる地域）へも，定時定路線

型のコミバスを運行しているが，洞の部分にコミバ

ス行った場合には，一旦来たルートを引き返す経路

を通らなけらばならず，非効率な運行と考えられる．

今回の再編検討では，路線の一部をデマンド型運行

に変化させた場合の，導入効果に関しての検討を行

う． 

 

(2)  DRT導入計画支援システム 

DRT 導入計画支援システム 1)は，導入対象地域の

人口や年齢分布などの社会経済指標をインプットデ

ータとし，所与の DRT の運行条件を指定することで

その利便性や導入効果を試算できるシステムとなっ

ている．利用者が事業者の設定した経路と，生活交

通（DRT）を利用しない場合（タクシーを想定）の

コストを比較し，一般化費用が小さい方を選択する

ものとした．これより，運行時の最適経路や必要経

費を検討することができる． 

1)  DRT導入計画支援システムの改良 

先行研究 1)で開発した DRT 導入計画支援システム

では，DRT 候補路線のうち，もっとも効率性の高い

路線を選択し，効率性に関しては，運行経費から料

金収入を差し引いたものが最小となる路線にバスを

運行する方針であったが，コミュニティバスなど生

活支援を目的とした交通システムにおいては，その

運行目的が市民の足の確保であることため，運行事

業者主体の意思決定をもって運行ルートを決定する

ことは適切ではないと判断した． 

 

 

図 5 QOL指標の空間分布 

表-3 平均税負担額 

 わっちも乗ろCar H17 H18 H19 H20
市補助額[円] 22079000 22999000 22011000 23215000
輸送人員[人] 13892 15390 17271 17516
負担額(円/人) 1589.332 1494.412 1274.448 1325.36  
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そのため，目的を利用者の利便性向上と位置づけ，

利用者便益が最大となる路線への運行を行う形に改

良した．なお，ここで設定した利用者便益とは，バ

スが運行されることで減少する利用者コストを指す． 

2) DRT運行区間の検討 

導入対象路線として，牧谷地区を運行する「牧谷

御手洗線」と「牧谷上野線」，片知地区を運行する

「牧谷片知線」，洲原地区を運行し，川沿いを走る

「洲原線」について DRT導入を検討する．この 4路

線を美濃病院から牧谷乙狩を固定ルートとして，牧

谷上野線については①乙狩板山地区，②蕨生を，牧

谷御手洗線については③面平地区，④半道，⑤神洞

地区を，片知線については⑥乙狩板山地区をデマン

ド運行ルートに，洲原線については「前野バス停」

から北東を走る区間：⑦をデマンド運行ルートとし

て設定した．この条件を考慮した新設路線図を図-6

に示す．  

3) 計算条件 

需要予測モデルで算出した発生原単位を用い，乱

数により乗客の発生をシミュレートし，発生した乗

客需要に対して，利用者便益が最大となる路線を選

定する．なお，御手洗＋洲原線のデマンド区間が 4

つとなり 16路線(＝2
4
)が存在し，上野線＋片知線のデ

マンド運行区間が 3つとなるため合計 8路線(=2
3
)で計

24 路線となる．運行支援システムでは，これら合計

40 路線のうち，利用者便益が最大となる路線を選定

していく．このシミュレーションを 1年間（365日）

繰り返し，そこから得られる利用者便益，運行費用，

料金収入などによって，デマンド運行の導入効果に

関して検討を加える． 

 

(3) シミュレーション結果 

表-4 にシミュレーションの結果得られたデマンド

運行による効果を示す．全体での利用者数が 1,121人

となり，1日あたり平均 3名弱の乗車需要となってい

る．定時定路線運行よりもデマンド運行を行った方

が，経常損益が利用者便益よりも大きくなっている．

この原因として，御手洗線・上野線にそれぞれ洲原

線・片知線を加えているため，通常（現行）の運行

よりも路線が延長し，結果として運行コストが大き

く増大している．また，路線延長に伴い所要時間も

増大したため，算出に所要時間差を使用する利用者

便益が減少したと考えられる．しかし，デマンド運

行を行うことで，運行コストが約 21％削減され，デ

マンド運行区機器の利用者便益についても約 94％の

上昇が見られたため，このネットワークならばデマ

ンド運行を行う方がより効率的な運行を行えること

がわかった．また，図-7 に，各路線（デマンド区

間）の運行割合を示した．2つの経路（上野・片知総

合線，御手洗・洲原総合線）では，4：6 の利用割合

があることがわかった．御手洗・洲原統合線の運行

が，若干多くなった理由としては，路線変更検討時

に検討した御手洗線沿線における利用者ニーズや洲

原線の地域のニーズが高いためと考えられる．また，

人口や需要の大小により臨機応変に運行が行われて

おり，特に，洲原線の割合が高い理由としては，他

のデマンド区間よりもバス停が多いため，その分需

要が多いと考えられる．結果として応答がある場合

に運行することで，各統合線をそのまま運行するよ

りも効率的な運行ができていると考えられる． 

しかし，利用者便益の最も高い 1 経路が運行される

設定であるため，「御手洗・洲原統合線」が運行さ

れる場合は約 50 人，「上野・片知統合線」が運行さ

 

 
図 6 デマンド運行想定区間 

 

表-4 デマンド運行による効率化検討 

  
運行コスト 

(千円/年) 

利用者数 

(人/年) 

経常損益 

(千円/年) 

利用者便益 

(千円/年) 
営業係数 

現在 4,476 1,105 4,410 1,229 66.26 

デマンド運行 3,547 1,121 3,441 2,388 32.31 

増減 -929 17 -969 1,159 -33.95 

  

 

 

図 7 各路線の運行割合 
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れる場合は約 30 人程度が「乗りたくてものれない」

状況になっている可能性もある． 

 

6. おわりに 

  

本研究では，生活交通を導入・再編を検討する際

に，提供する運行計画に対する利用者数の予測や，

行政負担額，地域のサービスレベルを予測可能な運

行計画支援システムの構築を行った．公共性の強い

生活交通について，生活交通の評価に関する評価視

点・評価軸の考えを適用し，多側面から地域生活交

通システムを事前評価できるシステムを構築した．

美濃市における現状評価・再編検討の結果，本シス

テムを用いて想定利用者数の予測，利用者便益や各

種評価指標からの，最適な運行形態について検討が

可能であることが確認できた．今後は，推定精度に

ついてさらなる検証が必要である． 
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